
令和２(2020)年労働環境等調査 概要

調査項目
県内の事業所に雇用される常用労働者の労働環境等の実態を明ら

かにし、労働行政推進上の基礎資料とするとともに、企業における
労働条件の改善及び労使関係の安定に資することを目的とする。

調査基準日 令和２(2020)年９月30日

調査期間 令和２(2020)年10月１日～31日

調査対象事業所
主たる事業が日本標準産業分類に基づく13産業分類に属する常用労
働者10名以上の県内の2,000事業所

集計事業所数

705事業所（回収：817事業所／回収率：40.9%）
※調査対象2,000事業所のうち、817事業所から回答があり、このう
ち回答時に常用労働者が10人未満の事業所を除いて、有効回答事
業所705事業所（有効回答率35.3%）にいて集計を行った。

調査方法 郵送による通信調査、自計申告方式
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※「実施している」の中に「今は実施していないが過去に実施していた」を含む

令和２(2020)年労働環境等調査「テレワークに関する調査」速報

○在宅勤務によるテレワークを「実施している」と回答したのは、13.9%で、前回調査において「実施
している」と回答した事業所は4.5%であったことから、9.4%増加した。

○令和2(2020)年7月1日時点では、「実施している」と回答したのは17.8%であったが、9月30日時点で
は13.9%であったことから、3.9%減少した。
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テレワーク実態調査
（R2.7.1時点）

在宅勤務の実施率
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